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（注）１．当社は第43期第１四半期累計（会計）期間においては四半期財務諸表を作成しておりませんので、第43期第
１四半期累計（会計）期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ
いては記載しておりません。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して
おりません。  

  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次  
第44期 
第１四半期 
累計(会計)期間 

第43期       

会計期間  

自平成22年 
２月１日 
至平成22年 
４月30日 

自平成21年 
２月１日 
至平成22年 
１月31日 

  
  
  
  

  
  
  
  

  
  
  
  

売上高 （千円）  53,356,600  200,780,927    

経常利益 （千円）  6,347,929  18,054,693    

四半期（当期）純利益 （千円）  3,491,228  10,202,130    

持分法を適用した場合の
投資利益 

（千円）  －  －    

資本金 （千円）  3,298,500  3,298,500    

発行済株式総数 （株）  28,562,280  28,562,280    

純資産額 （千円）  38,231,725  36,453,906    

総資産額 （千円）  91,639,208  97,009,307    

１株当たり純資産額 （円）  1,338.54  1,276.30    

１株当たり四半期（当
期）純利益金額 

（円）  122.23  394.29    

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額 

（円）  －  －    

１株当たり配当額 （円）  －  60    

自己資本比率 （％）  41.72  37.58    

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  △8,735,381  32,986,947    

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  213,616  △3,041,197    

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円）  △3,226,073  △7,967,516    

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高 

（千円）  19,041,627  30,789,465    

従業員数 （人）  877  836    
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 当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

 当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社
からの派遣社員、実習生、研修生等を含む。）は、当第１四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載して
おります。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

平成22年４月30日現在

従業員数（人） （ ） 877 35

3268/2011年-3-



  当社は第43期第１四半期累計（会計）期間においては四半期財務諸表を作成しておりませんので、前年同四半期
会計期間との比較分析は行っておりません。 
  
(1）生産実績 
 当第１四半期会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によっております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2）受注状況 
 当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  
(3）販売実績 
 当第１四半期会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

 当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
  

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
  

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

品目別 
当第１四半期会計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年４月30日） 

  

戸建分譲（千円） 棟 1,838  45,131,369   

マンション分譲（千円） 戸 149  4,068,333   

請負工事（千円） 件 470  526,171   

合計（千円）  －  49,725,874   

品目別 
当第１四半期会計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年４月30日） 

  

戸建分譲（千円） 棟 1,903  47,018,876   

マンション分譲（千円） 戸 152  4,308,186   

土地分譲（千円） 区画 52  1,136,700   

請負工事（千円） 件 470  532,551   

その他（千円）  －  360,285   

合計（千円）  －  53,356,600   

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 
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 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。なお、当社は第
43期第１四半期累計（会計）期間においては四半期財務諸表を作成しておりませんので、前年同四半期会計期間との
比較分析は行っておりません。 

  
(1）業績の状況 
  当第１四半期会計期間（平成22年２月１日～平成22年４月30日）におけるわが国経済は、アジアや米国等を中心
に海外経済が回復を続ける中、輸出は高い伸びを見せ、輸入についても国内生産の拡大等を背景に増加しており、
企業マインドの改善も続いております。また、エコポイント制度などの政策支援により、個人消費につきましても
緩やかな改善が見受けられております。しかし一方で、依然として雇用や所得面においては早期回復が期待でき
ず、今後の政策見通しにも不透明感があるため、景気回復の動きが本格化するには、まだ時間を要するものと思わ
れます。 
  不動産業界におきましては、住宅ローン減税の拡充や住宅版エコポイント制度の政策支援や全体的な供給量が減
少したこと等により、需要は上向いてきており、分譲住宅の新設住宅着工戸数は、平成22年３月において16ヶ月ぶ
りの増加に転じております。今後におきましては、雇用・所得環境に不透明感が残っているために力強さは欠ける
ものの、緩やかな増加基調を維持する見込であります。 
 このような環境の中、当社におきましては、徹底した原価管理と品質向上に努め、より多くのお客様に高品質の
住宅を低価格で供給することに注力してまいりました。この結果、当第１四半期会計期間の売上高は53,356,600千
円、営業利益は6,435,796千円、経常利益は6,347,929千円、四半期純利益は3,491,228千円となりました。 
 なお、品目別の状況については、戸建分譲売上高47,018,876千円（1,903棟）、マンション分譲売上高4,308,186
千円（152戸）、土地分譲売上高1,136,700千円（52区画）、請負工事売上高532,551千円（470件、うち規格型注文
住宅38件）、その他不動産収入360,285千円となっております。 

  
(2）財政状態の状況 
 当第１四半期会計期間末における総資産につきましては、前事業年度末に比べ5,370,099千円減少し、
91,639,208千円となりました。 
 これは、前事業年度における法人税等の納付・配当金の支払、また事業用地の取得に際し手許資金での充当を増
加させたこと等により、現金及び預金は12,197,838千円、また販売が好調に推移していることから、販売用不動産
が1,798,510千円減少しております。一方で下半期以降に向け積極的に用地の取得を行ったことなどにより、仕掛
販売用不動産が9,534,442千円増加したことが、主因であります。 
 負債合計におきましては、主に未払法人税等4,766,472千円の減少、手許資金での事業用地取得の増加に伴い、
借入金1,329,100千円が減少したことなどにより、前事業年度末に比べ7,147,918千円減少し、53,407,483千円とな
りました。 
 純資産につきましては、四半期純利益3,491,228千円の計上、剰余金の配当1,713,736千円等により、前事業年度
末に比べ1,777,819千円増加し38,231,725千円となりました。 

  
(3）キャッシュ・フローの状況 
 当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、19,041,627千円となり、前事業年度末に比べ、
11,747,838千円減少しております。 
 当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 法人税等の支払による支出及びたな卸資産の増加等により、営業活動により使用した資金は8,735,381千円とな
りました。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 定期預金及び定期積金の払戻による収入等により、投資活動により得られた資金は213,616千円となりました。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 長短借入金1,329,100千円の返済、社債200,000千円の償還及び配当金の支払1,696,973千円により、財務活動に
より使用した資金は3,226,073千円となりました。 

  
(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  
(5）研究開発活動 
 該当事項はありません。  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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(1）主要な設備の状況 
 当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
 当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変
更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】 
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①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 
  

 該当事項はありません。 
  

 該当事項はありません。 
  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま
せん。 

  

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  102,249,100

計  102,249,100

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成22年４月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年６月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  28,562,280  28,562,280
大阪証券取引所 

（ＪＡＳＤＡＱ市場） 

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社の標
準となる株式であり
ます。 
なお、１単元の株式
数は100株でありま
す。 

計  28,562,280  28,562,280 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年２月１日～ 
平成22年４月30日 

 －  28,562,280  －  3,298,500  －  3,208,500

（６）【大株主の状況】 
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、
記載することができないことから、直前の基準日（平成22年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお
ります。  

  
①【発行済株式】 

  
②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】  

 （注） 最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであり、それ以
     前はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
  

（７）【議決権の状況】 

  平成22年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   28,561,800  285,618 － 

単元未満株式 普通株式      480 － － 

発行済株式総数  28,562,280 － － 

総株主の議決権 －  285,618 － 

  平成22年４月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【株価の推移】 

月別 平成22年２月 平成22年３月 平成22年４月 

最高（円）   3,880  3,690  3,690

最低（円）  3,065  2,970  2,781

３【役員の状況】 
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１．四半期財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63
号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期会計期間（平成22年２月１日から平成
22年４月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）に係る四半期財務諸
表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 
 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】 
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年４月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年１月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 22,391,720 34,589,558 
販売用不動産 15,128,154 16,926,665 
仕掛販売用不動産 41,431,873 31,897,431 
未成工事支出金 4,268,435 4,145,354 
その他 2,706,321 3,905,585 
流動資産合計 85,926,505 91,464,594 

固定資産   
有形固定資産 ※1  4,142,733 ※1  4,125,529 

無形固定資産 544,256 573,306 
投資その他の資産 ※2  1,025,714 ※2  845,877 

固定資産合計 5,712,703 5,544,713 

資産合計 91,639,208 97,009,307 
負債の部   
流動負債   
支払手形 3,616,067 4,870,426 
支払信託 7,269,572 7,117,336 
工事未払金 8,745,731 8,780,358 
短期借入金 25,493,000 25,877,100 
1年内償還予定の社債 400,000 400,000 
1年内返済予定の長期借入金 － 945,000 
未払法人税等 2,878,234 7,644,707 
賞与引当金 365,091 178,084 
その他 2,895,469 2,874,558 
流動負債合計 51,663,167 58,687,572 

固定負債   
社債 400,000 600,000 
退職給付引当金 1,179,729 1,152,144 
保証工事引当金 148,452 99,418 
その他 16,133 16,265 
固定負債合計 1,744,315 1,867,829 

負債合計 53,407,483 60,555,401 
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年４月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成22年１月31日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 3,298,500 3,298,500 
資本剰余金 3,208,500 3,208,500 
利益剰余金 31,721,590 29,944,098 
株主資本合計 38,228,590 36,451,098 

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 3,135 2,807 
評価・換算差額等合計 3,135 2,807 

純資産合計 38,231,725 36,453,906 

負債純資産合計 91,639,208 97,009,307 
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年４月30日) 

売上高 53,356,600 
売上原価 43,574,964 
売上総利益 9,781,635 
販売費及び一般管理費 ※  3,345,839 

営業利益 6,435,796 
営業外収益  
受取利息 5,676 
受取違約金 6,476 
採納助成金 1,094 
その他 5,876 
営業外収益合計 19,124 

営業外費用  
支払利息 100,161 
その他 6,828 
営業外費用合計 106,990 

経常利益 6,347,929 
特別損失  
固定資産除却損 809 
特別損失合計 809 

税引前四半期純利益 6,347,119 
法人税等 2,855,891 
四半期純利益 3,491,228 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年４月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税引前四半期純利益 6,347,119 
減価償却費 66,461 
引当金の増減額（△は減少） 263,625 
受取利息及び受取配当金 △5,676 
支払利息 100,161 
固定資産除却損 809 
たな卸資産の増減額（△は増加） △7,859,652 
前渡金の増減額（△は増加） 1,129,467 
未払消費税等の増減額（△は減少） △67,508 
その他の流動資産の増減額（△は増加） 69,214 
仕入債務の増減額（△は減少） △1,136,749 
その他の流動負債の増減額（△は減少） △207,709 
前受金の増減額（△は減少） △54,947 
その他 242,149 

小計 △1,113,236 

利息及び配当金の受取額 5,708 
利息の支払額 △95,066 
法人税等の支払額 △7,532,787 

営業活動によるキャッシュ・フロー △8,735,381 

投資活動によるキャッシュ・フロー  
定期預金及び定期積金の預入による支出 △1,110,000 
定期預金及び定期積金の払戻による収入 1,560,000 
投資有価証券の取得による支出 △158,180 
有形固定資産の取得による支出 △55,424 
その他 △22,778 

投資活動によるキャッシュ・フロー 213,616 
財務活動によるキャッシュ・フロー  
短期借入金の純増減額（△は減少） △384,100 
長期借入金の返済による支出 △945,000 
社債の償還による支出 △200,000 
配当金の支払額 △1,696,973 

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,226,073 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △11,747,838 

現金及び現金同等物の期首残高 30,789,465 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  19,041,627 
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該当事項はありません。 
  

  

  

  

  

【継続企業の前提に関する事項】 

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第１四半期会計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年４月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 「完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更」 
請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用して
おりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成
19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期会計期間より適用
し、当第１四半期会計期間に着手した工事契約から、工期のごく短いもの等
については工事完成基準を適用し、その他の工事で当第１四半期会計期間末
までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行
基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。 
 なお、当第１四半期会計期間末においては工事進行基準を適用している工
事がないため、これによる売上高、営業利益、経常利益及び税引前四半期純
利益への影響はありません。 

【簡便な会計処理】 

  
当第１四半期会計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年４月30日） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方
法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前事業年度末以降に経
営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるた
め、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング
を使用する方法によっております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第１四半期会計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年４月30日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期
純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半
期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。な
お、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

【注記事項】 
（四半期貸借対照表関係） 

当第１四半期会計期間末 
（平成22年４月30日） 

前事業年度末 
（平成22年１月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円
であります。 

1,051,658 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円
であります。 

1,017,263

※２ 資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の額 ※２ 資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の額 
投資その他の資産 千円28,339 投資その他の資産 千円28,339
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当第１四半期会計期間末（平成22年４月30日）及び当第１四半期累計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22
年４月30日） 
１．発行済株式の種類及び総数 

  
２．自己株式の種類及び株式数 
 該当事項はありません。 

  
３．新株予約権等に関する事項 
 該当事項はありません。 

  
４．配当に関する事項 
（1）配当金支払額   

  
（2）基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後とな

るもの  
  該当事項はありません。 

  
５．株主資本の金額の著しい変動に関する事項 
 該当事項はありません。 

  

当第１四半期会計期間末（平成22年４月30日） 
 その他有価証券で時価のあるものが、会社の事業の運営において重要なものではないため、記載しておりませ
ん。 

  

（四半期損益計算書関係） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年４月30日） 

  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次
のとおりであります。 

  

販売手数料 千円1,467,824
従業員給与及び手当 千円589,325
賞与引当金繰入額 千円117,763

  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年４月30日） 

  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年４月30日現在） 

 

  （千円）
現金及び預金勘定 22,391,720
預入期間が３ヶ月を超える定期預金
及び定期積金 

△3,350,092

現金及び現金同等物 19,041,627

  

（株主資本等関係） 

普通株式 株28,562,280

（決 議） 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 

１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年３月24日 
取締役会  

普通株式   1,713   60 平成22年１月31日 平成22年４月26日 利益剰余金 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 
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当第１四半期会計期間末（平成22年４月30日） 
 該当事項はありません。 

  

当第１四半期累計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年４月30日） 
 該当事項はありません。 

  

当第１四半期会計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年４月30日） 
 該当事項はありません。 

  

当第１四半期会計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年４月30日） 
 該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

  
２．１株当たり四半期純利益金額 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当第１四半期会計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年４月30日） 
 該当事項はありません。 

  

当第１四半期会計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年４月30日） 
 リース取引開始日が平成21年１月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、引き続き通常
の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行なっておりますが、リース取引残高に前事業年度末に比べて著し
い変動が認められないため、記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（持分法損益等） 

（ストック・オプション等関係） 

（企業結合等関係） 

（１株当たり情報） 

当第１四半期会計期間末 
（平成22年４月30日） 

前事業年度末 
（平成22年１月31日） 

１株当たり純資産額 円1,338.54 １株当たり純資産額 円1,276.30

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年４月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円122.23

  
当第１四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年４月30日） 

四半期純利益（千円）  3,491,228

普通株主に帰属しない金額（千円）  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  3,491,228

普通株式の期中平均株式数（千株）  28,562

（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 

２【その他】 
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 該当事項はありません。 
  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

      平成22年６月14日

        

一建設株式会社       

取締役会 御中       

        

  新日本有限責任監査法人 

        

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 宮入 正幸  ㊞ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 柴田 憲一  ㊞ 

       

        

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている一建設株式

会社の平成22年２月１日から平成23年１月31日までの第44期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年２月１日か

ら平成22年４月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財

務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、一建設株式会社の平成22年４月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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